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失業救済調査と労働力方式の形成
ー「失業救済調査表」を中心に一一•
?
井
?
はじめに
1929年に始まった「大恐慌」 (TheGreat Depression)は，未曽有の深刻さを
示し， 1933年をその頂点として，資本主義の構造的危機を鋭く露呈させた。こ
の「大恐慌」において失業問題が深刻な社会問題になっている時期に，合衆国
では，評価の一致する客観的な失業統計は存在せず，各種の失業推計が試みら
れた。 1930年の第15回合衆国人ロセンサスでは，これらの失業推計の「基準」
値となり，合衆国レベルの「客観的な失業」状態を表示することを目的に初め
て「失業センサス」が実施されたが，公表された調査結果は期待に十分答えう
るものではなかった。それは，労働力方式の扉用・失業統計の生成の契機をな
すものではあったが，その基礎にある有業者方式の失業調査，失業センサスの
さまざまな限界をはらんでいた1)。大恐慌の進展による大量の失業者の排出を
前にして連邦政府と州・市の当局は，雇用・失業問題の対策手段として，刻々
と増大する失業者を客観的に敏速に測定する調査方法の作成を迫られていた。
短期の調査期間で現在の就業・不就業状態を調査する労働力調査方式が時代の
1) 1930年合衆国失業センサス（基本資料〔19〕⑫〇〕）の吟味・検討に関しては， 船木
(〔3心〔35]),岩井（〔44〕），参照。 また 1930年代の失業推計の概略9に関しては，岩
井（〔43〕）， 参照。付属の参考文献には，労働力方式の失業推計の総括研究として，
Bancroft (〔幻）， Durand(⑫9〕)， Lebergott(〔47〕）の文献があげられている。こ
れらの失業推計の基礎には，労働力方式の立場からの1930年センサスと1940年センサ
スの比較研究，労働力，雇用，失業の推計を試みたセンサス局の推計（〔23〕）がある。
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要請に対応するものとして生成されていった。
大恐慌が始まった1929年の基本的な公的救済は，各州の「救貧法」に基づい‘
て地方毎に実施されていた。「救貧法」は， 歴史的にイギリスのエリザベス朝
の救貧法をモデルに， 17世紀から18世紀のアメリカの植民地時代に導入された
救済法であり，貧困者を対象に，救貧院救済，・埋葬扶助，医療扶助，些細な院
外扶助がその主なものであった。それは，近代産業（資本主義）における失業を
対象にするものではなかった。恐慌の進行過程で，州，市の地方救済機関の失
業救済の努力にもかかわらず，その制度的限界のために，地方の救済活動は崩壊
状態になり，連邦政府の公的救済の開始が急務とされた。大恐慌のビークの年，
1933年 3月に）レーズベルト政権が成立し，失業との闘争をスローガンに叫「連
邦緊急救済法」 (1933年5月）を制定し， 初めて連邦失業救済機関「連邦緊急救
済局」 (FederalEmergency Relief Admistration, 略称 FERA)を創設し，連邦救
済基金を各州に配分し，連邦ー州ー地域（市，郡）の救済機関の経路で連邦失業
救済が実施されるにいたった。それは， 1933年から 1935年にかけての FERA
の前期「ニューディール」諸政策， 193.5年の「緊急救済支出法」による WPA
（「事業促進局」 WorksProgess Administration) の雇用保障，雇用創出政策の遂
行を柱としていた3)。「ニューディール」期の連邦事業計画の雇用と公共救済
の推定受給者数の推移は，図 1の通りである。
2)ルーズベルトの第一次大統領就任演説（アメリカ学会編『原典アメリカ史 第五巻』，
岩波書店， シャーウッド（村上訳）『ルーズベルトとホプキンズ」 I ⑮ 6), ・55ペ
..:..ジ），参照。
3)ここでは，失業救済制度，救済政策には立ち入らない。「ニューディール」以前の失業
救済に関しては， FederL. H. の研究（〔31)1857年から1922年にかけての不況期の
失業救済の研究）， LescohierD. D. の労働史研究_(〔4的1869年から 1932年にかけて
の合衆国労働者の労働諸条件の研究， 特に失業史と失業救済史の研究）， など参照。
失業保障（失業保険）に関しては，森田（〔56〕），参照。 1933年以前と以後の失業救
済の概念と救済行政の相違， WPAの失業救済，失業保障の概説は， WPAのBums
& Williamsの著作『救済・保障計画の調査』（〔窃〕， 1938年）と「連邦の事業，保
障，救済計画』 ((81〕， 前著に基づく体系的解説），参照。 また WPA副長官の Gll
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図1 連邦事業計画の雇用と公共救済から給付を受けた者の数
(1933年1月ー194吟三12月）
1934 1935 1936 1937 1938 1939 
（注）社会保障部会と共同で事業計画局によって提供された推計値
（出所） WPA, [81], p. xv 
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1933年から 1935年にかけて， FERAとWPA(1935年より）は，失業救済事
業を推進するためにも，客観的失業者数の把握を必要としており，その財政基
金に基づいて，一方では多数の州・市の調査統計部と協力して，数多くの失業
調査・失業センサスを実施するととも:1r., 他方では，連邦救済行政の遂行のた
めの基礎資料の獲得のために，数多くの失業救済受給者の調査を実施し，救済
受給者の諸特性を研究した。これらの「ニューディール」期の連邦および州・
市の失業調査， WPAを中心とする失業救済受給者の調査の試行・経験のな
かから，有業者方式の反省，労働力方式の基本的概念と方法の端緒形態が形成
r損失した人力』（〔3釘， 1939年）； Howardの「WPAと連邦救済政策』（〔39〕，
1943年）の総括的研究｀参照。「ニューディール」に関しては， 内外の多数の研究が
あるが，特に小松聡「ニユーディールの経済体制』（〔45〕），参照。
また「ニューディール」期の経済理論，労働（雇用）政策の転換（ヒ°グー，マシャ
ール等の新古典派理論からケインズ理論・完全雇用政策論への転換）と労働力調査方
式の形成の関係， その批判的検討については， 山本正治の先駆的研究 ((84〕）があ
る。今後の重要な研究課題である。
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され， 1940年人ロセンサス（〔幻〕〔22〕）において全面的に適用されることとなっ
た。また労働力方式の形成の過程は，現在の雇用・失業状況の時系列的変動を
．調査可能とする労働力標本調査法（無作為標本調査法）の形成過程であり， 1930年
末に実施された WPAの「失業月例報告」・(1943年以降，センサス局「労働力月例
報告」。〔24〕，参照）に結実した丸
労働力方式の失業調査の概念と方法は， 1933年以降の「ニューディール」期
における各州・市の調査統計部と州・市の失業救済機関の協力によって実施さ
れた数多くの失業調査，失業センサス（特に， 1935年の「ミシガン州人ロ・失業セン
サス」）とセ‘ノサス局の1937年失業センサス（自発的失業登録センサス）を重要な契
機として発展したと評価されている5)。それは，一定年齢以上の個人の現在の
雇用状態（雇用，失業，非求職の状態）を調査対象にしている。これらの個人に関
する労働力方式の失業調査，失業センサスの基本的概念と方法の形成に大きな
影響を与え， その基礎的・端緒的形態を生み出したのは， 1933年から始まる
4)失業救済調査では，都市，地方（農村）の代表的地域からの無作為抽出によって，一
定数の標本救済家族が選択され，調査対象とされた。各調査には，採用された標本抽
出方法・手順の詳細な解説が付されている。失業救済調査過程は，標本調査法の形成
• 発展過程でもあった。この問題の考察は，別の機会におこなうが，その過程の概要
は，合衆国商務省連邦計政策・基準局「合衆国政府統計の改革1926年~1976年』， 2 
章「確率的サンプリングと応用」（〔町〕 p. 32-72), 参照。
5) FERAとWPA(1935年以降）は，各州， 各市の調査統計部と協力して，個人を対
象とした州・市レベルの失業調査，失業センサスを数多く実施させた。 1934年のマサ
チューセッツ州，ペンシルヴァーニア州の失業センサス， 1935年のミシガン州人口•
失業センサスやフィラデルフィア，ビッツバーグ プリッチホート等の市失業調査が
それである。これらの失業調査・失業セ・ンサスの概要は，付属参考文献の関連資料，
参照。 これらの州， 市の失業調査の一覧表は， BLSの「労働統計便覧』（〔18〕）に
掲載されている（岩井〔仕〕， p. 9, 参照）。特に，州の失業救済状況と州・市の失業
調査の代表的事例としては；ペシシルヴァーニア州の関連資料（〔6〇〕~(65)), 参照。
労働力方式の失業調査の形成にかんする総括的研究としては， Arynes(〔1)),Ban-
croft (〔2)),Ducoff & Hagood (⑫8〕）,Hauser (⑬8〕),Long ,C 〔4釘）， Meyer& 
Webb (〔訟〕）， Webb(〔69〕）の諸論文，参照。これらの研究については，州，市の
失業調査，失業センサス資料を具体的に考察する過程で，吟味・検討する。
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FERAやWPAが実施した失業救済受給の家族・構成員に関する「失業救済
調査」は業救済機関の救済台帳に基づく調査）および失業救済事例の調査研究であ
る。 WPAの副長官ギ）lt(C. Gil)が述べているように，失業は一般に個人の失
業状態が問題にされている。合衆国並びに各州・市および各団体（労働組合，そ
の他）の失業センサス，失業調査， 失業報告も一定年齢以上の個人を単位に失
業が調査されている。失業救済では，家族(family)を単位に，救済行政が実施
されるので，失業救済調査は，家族を単位に，その構成員の雇用⑭ミ業）状況の
調査がおこなわれている(Gil〔祁〕 p. 120-124)。失業問題は， 個人の失業状態
と家族（世帯）の失業状態の双方から調査・研究される必要がある。
本稿では，労働力方式の失業調査の基本的な諸概念と方法の形成に大きな影
響を与えた「連邦緊急救済局」 (FERA),特に 1935年以降の「事業促進局」
(WPA)を中心とする失業救済受給者の諸調査と救済受給者の諸形態の研究を
考察の対象とする。連邦救済制度の成立により， 1933年4月より州，市の各救
済機関に登録された救済受給者台帳⑥藻救済台帳）に基づく救済家族の情報が
月例報告として， FERAに寄せられるようになった。 FERAは，失業救済行
政を推進するために，その調査統計部を中心に，各地域の救済機関の失業救済
台帳を基礎に，救済受給家族とその構成員の社会・経済的諸特性に関する調査
を 1933年10月から精力的に実施し， 1935年以降は WPAを中心に，数多くの
失業救済調査の成果を， WPAの社会調査部の「調査研究」・「社会報告」シ
リーズまたは単行の報告書として，公刊した。
FERA(WPA)の失業救済調査は， 主なものだけでも， 1933年10月の第 1回
「失業救済センサス」を皮切りに， 1934lf~1935年にかけての都市の救済受給
者の諸調査， 1933年~1935年にかけての地方（農村）の救済受給者の諸調査，そ
して1935年3月の都市・地方を併せた WPAの救済労働者センサスがある6)。
6)主な失業救済調査には， 1933年10月の FERAの第1回「失業救済センサス」（〔32〕），・
1934年~1935年にかけての都市の救済受給者の調査 (FERA調査統計部『救済受給者
の職業的特性の調査』（〔76〕）〔都市地域での救済労働者の職業的特性 1934年5月，
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これらの失業救済調査では，救済受給家族とその構成員の社会的諸特性（性，年
齢，人種，婚姻別等の家族の規模と構成），その経済的諸特性（雇用・失業可能性と雇用状
態，失業期間，雇用されている職業，産業，収入など）の調査標識が多面的に設定・運用
されている。失業問題は， WPAの調査研究者が指摘しているように，個人の
失業状態の把握だけでなく，家族（特に失業救済家族）とその構成員の諸形態の多
様な状況の把握において，より多面的にその全容が明らかにされる。「ニューデ
ィール」期の失業救済政策，失業救済制度との関係において，失業救済調査の
意義と限界を明らかにすることは，独自な研究課題である。本稿では，労働力
方式の失業調査の基本的概念と方法の形成に係わる範囲において， 「失業救済
調査表」に即して，失業救済受給者調査の概念と方法に言及する。
失業救済調査の基礎には，救済家族の雇用・失業可能性と雇用状態の諸概
念の規定と調査方法の検討がある。失業救済家族の諸特性の調査・研究におい
て，その雇用可能性と雇用状態の諸特性を明らかにする調査標識が工夫された。
それは， WPAの失業救済の基準の検討，救済基準の適性 (eligibility)の検討，
すなわち雇用可能性(employabi~ity) と失業可能性(unemployability) の検討の問
題と係わりながら，失業救済調査，救済家族の諸特性，諸形態の研究が進めら
れた。
本稿では， 「失業救済調査表」に即して， 失業救済調査における救済受給者
の「雇用状態」の規定とその調査標識（調査事項）の検討を中心に， 1 失業救
済センサス， 2 都市の救済受給者の調査， 3 地方の救済受給者の調査， 4 
79都市での救済労働者の職業的特性 1934年5月〕と WPA都市救済人口の変貌する
諸局面の調査（〔7釘 1935年），1933年~i935年にかけての地方（農村）の救済受給者の
調査すなわち FERAの地方救済家族・地方非救済家族の調査（〔7釘 1933年10月，
FERAの地方救済状況の調査（〔77〕「地方救済状況調査」 1934年10月， 『地方救済
人口の現在の変動についての調査」 1935年〕）， 1935年3月の WPAの救済労働者セ
ンサス （その調査結果は， ＜『合衆国の救済労働者」平常の職業センサス（概要）
〔7〇〕1937年1月＞，＜『合衆国の救済労働者」第1巻 平常の職業センサス〔れ〕 1938 
年，第2巻 産業的，教育的背最の研究〔四〕 1939年＞として公刊された）， 等があ
る。
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失業救済と雇用，失業の規定が考察される。
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1 失業救済センサス
連邦失業救済局 (FERA)は，連邦救済制度の成立に伴い， 1933年4月より毎
月，各州，各郡および地方行政小区域の公的失業救済受給家族数と連邦，州，
地方基金の支出額を示す各州からの報告を受けるようになった。救済機関にお
ける失業救済受給者の記録台帳からの失業救済にかんする報告は，救済行政を
遂行する基礎資料であった。 FERA,失業救済受給者のより詳細な特性を明ら
かにする情報の収集のために， 「合衆国失業救済センサス」と失業救済受給者
の地方（農業）の諸条件と都市（工業）の諸条件にかんする失業救済調査を企画
した（〔3幻 p.1)。
FERAは，まず長官ハリー・ホップキンズ(HarryHopkins)の指揮の下に，
「失業救済センサス」を1933年10月に実施した。
(1) 失業救済センサスの「調査表」
「センサス」は； 「今後の適切な救済行政に必要な情報の提供」を調査目的
に， 1933年10月の 1カ月間を調査期間にして，合衆国各州の関係救済機関を通
じて実施された。
「センサス」の調査表は，表1の通りである。失業救済受給者の台帳にもと
づいて，失業受給状況を調査表の記入したのは，関係救済機関の職員である。
表1 失業救済センサス「調査表」
連邦緊急救済局（長官ハリー・ホップキンズ）
・失業救済センサス
1933年 10月
この調査表は， 1933年の10月に事業救済か直接救済，またはその両方を公的基
金（連邦，州，地域）から受領している総べての失業救済事例（家族，世帯，ま
たは非家族の居住者）によって記入されるべきである。一時滞在者の事例，私的
99 
306 濶西大學「継清論集」第39巻第2号 (1989年7月）
基金だけからの救済受給の事例，寡婦年金と孤児年金，母親扶助，老齢者救済，
盲人扶助，救貧院救済の受給者は，記入してはならない。各家族（世帯）と各非
家族の居住者には，別々の調査表を使用しなさい。
この調査表の裏に印刷されている定義を注意深く読みなさい。
1. 救済を事例に与えた機関の名前＿――---------------------------------------------------------------------------
2. 家族または非家族居住者の世帯主のフル・ネイムと街の住所
名前一---------------------'--------住所，―-----------------------・
3. 家族，非家族居住者の居住場所
(a) 州-・-・-・・・・・・-・-・・・・・・-・・・・・・・・・・・・(b) 郡―・・・-・-・-・-・・・・-・・--・・・-・・・-
(c) 郡内の場所 （次の一つに記入しなさい）
(1) もし， vヽづれかの市，村，他の合同した場所内に住んでいるならば，そ
の場所を記入しなさい。 -------------------------------------・ 
(2) もし，いずれの市，村，他の合同した場所にも住んでいないならば，こ
こでチェック (v)しなさい。 口
4. 家族，非家族居住者の世帯主の人種（次の中の一つをチェック (v)しなさい）
1. 白人口 3. メキシコ人口 5. 日本人口 7. フィリッヒ°ン人口
2. 黒人口 4. 中国人口 6. インド人口 8. その他ー•—·--―------·--·--·
5.1933年10月に救済を受けている家族，非家族居住者の構成員の関係，性，年齢
（第1欄に世帯主，続いて，他の構成員につき「妻」，「息子」，「祖母」等の
ように記入しなさい。関係が決めれない場合には，その者のファースト・
ネームを記入しなさい。名前の間の末使用の列はそのままにしておきなさ
・い。調査表が非家族居住者について書かれる場合は，列1にファー スト・
ネームを記入しなさい。各家族と各非家族居住者には，別々の調査票を使
用しなさい）
列 世帯主との関係 性
（ 年邁0男のと年"性齢母（年左女のに年同性齢じ）（麟ー スされなければ，その者のファ） 方口 ． ト・ネームを記入しなさい （男か女）
1 
----•一--------------·-···--·-----------·-···········---·-···········-----・ ---------・ -----------
2 
------------量・-・・・-・-・・--・・・・—-------------·-····· ---------- ・-----------
3 
（出所） FERA [32], :p. 22. 
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（調査票の裏）
失業救済センサス
このセンサスは，きたる年に適正な救済行政を実施するのに必要な情報を提供
するために企画された。要求されているすべての情報が完全に正確に記入される
ことが最も重要である。
個々の家族か個人に関する情報は厳格に秘密にされる。
定 義
家族または世帯ー一家族か世帯は一・つの住所に一緒に居住している親戚者か非親
戚者のグループであり，救済を受給し，救済機関から一つの「事例」とみな
されている者である。
非家族居住者一一非家族の居住者は州に1年以上居住していて，上記の定義のよ
うな家族か世帯に属さない，・救済を受給している個人である。
一時的滞在者—―ー一時的滞在者の事例は，州に 1 年以下居住している非家族の
者か家族の者である。一時的滞在者については調査票に記入しないこと。
（出所） FERA [32], p. 23. 
1)調査単位
調査単位は，救済受給の家族または世帯と非家族居住者である。「家族また
は世帯」とは， 「救済を受給している者か， 救済を与える当局から一つの『事
例』("case")と見なされる者で，ある住所に一緒に居住している親戚または非親
戚のグループ」である（この意味で，救済家族は， 193哨三人ロセンサスの家族（世帯）
の規定と相違している）。「非家族居住者」とは， 上記の家族・世帯を含まず，そ
の州に 1カ年以上居住している救済受給の個人である（調査表の定義参照）。世
帯主が合衆国に 1年未満しか居住していない家族のような一時滞在者 (Trnsie-
nts)は調査対象から除外された。
2)調査標識
「センサス」の調査標識（調査事項）は， (1)救済提供の機関の名称， (2)家族ま
たは非家族居住者の名前と住所， (3)家族または非家族居住者の居住場所（州，
郡，地域）， (4)人種， (5)家族人員の世帯主との続柄，性，年齢，非家族居住者の
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性，年齢，である。
「センサス」では，上記のような救済家族・非家族居住者の一般的特性の調
査がまず行なわれ， その社会・経済的特性（学歴，職業，産業，収入，雇用状態，
など）の調査は， 1933年~1935年にかけての都市地域，地方傭出~）地域の救済受
給者の調査，救済労働者センサスなどにおいて，実施された。
(2) 調査結果の概要
「失業救済センサス」の調査結果は，表2,表3,表4に見られるように，
1930年人ロセンサスの人口特性と比較され， 1933年10月の連邦失業救済状況，
特に失業救済家族の地域的，人種的特性と救済家族の規模．と年齢構成が明らか
にされた。調査結果の概要は， 1930年人口数に占める失業救済家族員数の割合
が10%をこえる大都市が多数を占めるとともに，白人対して黒人のその割合は
2倍近くを占め，人種的格差を浮き出させた。
しかし， 1930年人ロセンサスと比較・対照する上での，調査デークの限界も
指摘されている。 1930年4月の人ロデータと1933年10月の救済デークとの時間
的，社会・経済的状況の差異， 両調査の家族の定義の違い（後者では一時滞在者
が除外され，前者ではホテルや簡易宿泊所の居住者〔半家族 quasi-family〕の調査・分
類が不十分である）などの問題とともに，救済デーク自身の客銀性の検討の必要
性，初めての救済センサスなので，他の同様なデータとの比較・対照ができな
いことが指摘されている（〔3幻 p.17~19)。
2 都市の救済受給者の調査
FERAの調査統計部は，「失業救済センサス」に続いて， 1934年~19,35年に
かけて，都市地域の救済受給者，都市の救済労働者の特性の調査を行なった。
それは， FERA『救済受給者の職業的特性の調査』（〔76)1934年5月）と WPA
『都市救済人口の変貌する諸局面の調査」（〔79〕・ 1935年）および都市・地方を含
めた WPA『救済労働者センサス」（〔7〇〕～〔72),1935年3月）である。
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表3 救済家族の人員数 (1933年10月）と1930年人ロセンサス総人口
(1930年に人口10万人以上の都市）との比較
全人ロ・
類(19310註年月） 全謀ム口人口に地 域 繍(1930年）’
合衆国総計 122,775,046 12,685,664 10 
100万人以上の都市の総計 15,064,555 1,599,967 10.6 
1. New York, N.Y 6,930,446 687,475 9.9 
2. Chicago, Il 3,376,438 、401,592 1. 9 
3. Philadelphia, Pa 1;950,961 217,164 1. 1 
4. Detroit, Mich 1,568,662 180,311 1. 5 
5. Los angeles, Calif 1,238,048 113,425 9.2 
100万人から25万人の都市の総計 13,720,215 1,660,806 12.1 
6. Cleveland, Ohio 900,429 134,037 14.9 
7. St. Louis, Mo 821,960 84,463 10.3 
8. Baltimore, Md 804,874 102,830 12.8 
9. Boston, Mass 781,188 99,758 12.8 
10. Pittsburgh, Pa 669,817 120,327 18.0 
1. San Francisco, Calif 634,394 51,909 8.2 
12. _Milwaukee, Wis 578,249 67,422 1. 7 
13. Buffalo, N.Y 573,076 86,453 15.1 
14. Washington, D.C 486,869 37,463 7.7 
15. Minneapolis, Minn 464,356 46,103 9.9 
16. New Orleans, La 458,762 80,812 17.6 
17. Cincinnati, Ohio 451,160 66,191 14.7 
18. Newark, N.J 442,337 57,442 13.0 
19. Kansas City, Mo 399,746 28,343 7.1 
20. Seattle, Wash 365,583 30,159 8.2 
21. Indianapolis, Ind 364,161 44,427 12.2 
22. Rochester, N.Y 328,132 41,498 12.6 
23. Jersey City, N.J 316,715 31,300 9.9 
24. Louisivlle, Ky 307,745 15,548 5.1 
25. Portland, Oreg 301,815 28,588 9.5 
26. Houston, Tex 292,352 36,508 12.5 
27. Toledo, Ohio 290,718 53,480 18.4 
28. Columbus, Ohio 290,564 37,698 13.0 
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全がロ
救人(19済員31家呼0月族） 全謀合人口に地 城 請(1930年）
29. Denver, Colo 287,861 34,458 12.0 
30. Oakland, Calif , 284,063 19,335 6.8 
31. St. Paul, Minn 271,606 36,997 13.6 
32. Atlanta, Ga 270,366 36,797 13.6 
3. Dallas, Tex 260,475 36,078 13.9 
34. Birmingham, Ala 259,678 43,787 16.9 
35. Akron, Ohio 255,040 29,414 1. 5 
36. Memphis,'Tenn 253,143 18,183 7.2 
37. Providence, R.I. 252,981 22,998 9.1 
25万人から10万人の都市の総計 7,540,966 884,425 1. 7 
38. San Antonio, Tex 231,542 48,625 21. 0 
39. Omaha, Nebr 214,006 18,288 8.5 
40. Syracuse, N.Y 209,326 29,464 14.1 
41. Dayton, Ohio 200,982 27,849 13.9 
42. Worcester, Mass 195,311 16,024 8.2 
43. Oklahoma City, Okla 185,389 32,764 17.7 
44. Richmond, Va 182,929 10,411 5.7 
45. Youngstown, Ohio 170,002 29,344 17.3 
46. Grand Rapids, Mich 168,592 27,276 16.2 
47. Hartford, Conn 164,072 12,752 7.8 
48. Fort Worth, Tex 163,447 19,472 1. 9 
49. New Haven, Conn 162,655 10,961 6.7 
50. Flint, Mich 156,492 15,425 9.9 
51. Nashville, Tenn 153,866 6,186 4.0 
52. Springfield, Mass 149,900 16,474 1. 0 
53. San Diego, Oalif 147,995 11,092 7.5 
54. Bridgeport, Conn 146,716 7,348 5.0 
55. Scranton, Pa 143,433 21,790 15.2 
56. Des Moines, Iowa 142,559 19,051 13.4 
57. Long Beach, Calif 142,032 11,465 8.1 
58. Tulsa, Okla 141,258 17,658 1.2.' 5 
59. Salt Lake City, Utah 140,267 22,411 16.0 
60. Paterson, N.J 138,513 11,733 8.5 
61. Yonkers, N.Y 134,646 17,781 13.2 
62. Norfolk, Va 129,710 7,514 5.8 
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全人口
救人(1員93済10呆3年月族） 
全r人口に
地 域 繍(1930年）
63. Jacksonville Fla 129,549 41,427 32.0 
64. Albany, N.Y 127,412 11,570 9.1 
65. Trenton, N.J 123,356' 10,304 8.4 
6. ,Kansas City, Kans 121. 857 17,897 14.7 
67. Chattanooga, Tenn 119,798 13,549 1. 3 
68. Camden, N.J 118,700 17,244 14.5 
69. Erie, Pa 115,967 16,256 14.0 
70. Spokane, Wash 115,514 15,472 13.4 
71. Fall River, Mass 115,274 7,719 6.7 
72. Fort Wayne, Ind 114,946 14,977 13.0 
73. Elizabeth, N.J 114,589 7,448 6.5 
74. Cambridge, Mass 113,643 7,144 6.3 
75. New Bedford, Mass 112,597 4,540 4.0 
76. Reading, Pa 111,171 16,178 14.6 
7. Wichita, Kans 111,110 15,550 14.0 
78. Miami, Fla 110,637 20,961 18. 9 
79. Tacoma, Wash 106,817 15,065 14.1 
80. Wilmington, Del 106,597 16,257 15.3 
81. Knoxville, Tenn 105,802 10,518 9.9 
82. Peoria, Il 104,969 7,849 7.5 
83. Canton, Ohio 104,906 9,590 9.1 
84. South Bend, Ind 104,193 10,769 10. 3 
85. Somerville, Mass 103,908 6,319 6.1 
86. El Paso, Tex 102,421 13,767 13.4 
87. Lynn, Mass . 102,320 10,210 10.0 
8. Evansville, Ind 102,249 14,480 14.2 
89. Utica, N.Y 101,740 8,839 8.7 
90. Duluth, Minn 101,463 13,434 13.2 
91. Tampa, Fla 101,161 24,394 24.1 
92. Gary, Ind 100,426 8,890 8.9 
93. Lowell, Mass 100,234 6,650 6.6 
（出所） FERA [32],Table A, p. 6. 
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表4 黒人救済家族人員数と白人救済家族人員数との比較
(1930年に黒人 10万人以上居住する州における総黒人人口と総白人人口の比率で表
示）
黒 人 白 人
地 城 全人口 救済者 全畠率人口に 全人口 救済者 全謀率 口に譴 請(1930年） (1933年） (1930年） (1933年）
合衆国総計 11,891,143 2,117,644 17.8 108,864,207 10,309,844 9.5 
Georgia 1,071,125 117,281 10.9 1,836,974 159,686 8.7 
Mississippi 1,009,718 91,375 9.0 996,856 136,339 13.7 
Alabama 944,834 179,727 19.0 1,700,775 275,049 16.2 
North Carolina 918,647 104,124 1. 3 2,234,948 147,435 6.6 
Texas 854,964 75,535 8.8 4, 283_. 491 232,954 5.4 
South Carolina 793,681 218,806 27.6 944,040 184,421 19.5 
Louisiana 776,326 134,849 17.4 1,318,160 190,140 14.4 
Virginia 650,165 27,756 4.3 1,770,405 38,127 2.2 
Arkansas 478,463 42,378 8.9 1,374,906 137,053 10.0 
Tennessee 477,646 34,694 7.3 2,138,619 155,181 7.3 
Florida 431,828 ・157,890 36.6 1,035,205 212,401 20.5 
Pennsylvania 431,257 151,726 35.2 9,192,602 1,221, 792 13.3 
New"York 412,814 104,396 25.3 12,150,293 1,128,079 9.3 
Illinois 328,972 115,803 35.2 7,266,361 696,728 9.6 
Ohio 309,304 117,498 38.0 6,331,136 640,695 10.1 
Maryland 276,379 45,805 16.6 1,354,170 88,829 6.6 
Kentucky 226,040 32,170 14.2 2,388,364 440,017 18.4 
Missouri 223,840 45,427 20.3 3,398,887 157,195 4.6 
New Jersey 208,828 58,571 28.0 3,829,209 286,334 7.5 
Oklahoma 172,198 46,784 27.2 2,123,424 371,540 17.5 
Michigan 169,453 48,547 28.6 4,650,171 55¥5,754 12,0 
District of 132,068 28,850 21. 8 353,914 8,591 2.4 Columbia 
West Virginia 114,893 20,620 17.9 1,613,934 365,503 22.6 
Indiana 111,982 33,018 29.5 3,116, 136 263,084 8.4 
（出所） FERA [32], Table B, p. 7. 
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(1) 都市の救済受給者調査
WPAの『都市救済人口の変貌する諸局面』には「調査表」が掲載されてい
ないので，ここでは， FERA調査統計部『救済受給者の職業的特性の調査』
(1934年5月）を考察の対象とする。それは， 同一の調査表「救済受給者の職業
的特性の調査」の運用もとに，都市地域での救済労働者の職業的特性調査と79
都市での救済労働者の職業的特性調査の二つの調査からなっている。
1)都市救済労働者の調査概要
都市救済労働者の調査は， FERAの調査統計部によって， 合衆国の失業が
ビークとなった1933年第一四半期と失業救済のビークである1935年第一四半期
の丁度中間の 1934年 5月に実施された。それは，「都市地域での救済労働者の
識業的特性」の調査と「79都市での救済労働者の職業的特性」の調査からなっ
ている。その調査結果は， WPAの調査研究 (IV) 「都市の救済労働者』（〔76〕
1936年）として公表された。
これらの救済調査では， 基本的な分析視角として， 「失業救済問題での経済
的，社会的諸要因」の分析が基礎におかれている。「失業の発生は失業救済問
題の規模と性質に作用する唯一の影響ではない。」そこでは， 家族の規模，そ
の中の雇用可能な者の数，家族の所得総量，世帯主の貯蓄額などの諸要因が失
業救済問題に作用することが考察される。それらの諸要因のなかでも， 「一般
に，家族（世帯）の雇用可能性の構成(employabilitycomposition)と財政的資源が
失業救済者を決定する重要な要因である」（〔7釘 p.2)であるとされる。
イ）調査の概要
都市救済労働者の調査表は，表 5の「救済受給者の職業的特性の調査」（都
市地域および79都市の両調査とも同一の様式の調査表）の通りである。以下「調査表」
に即して，調査の概要を見る。
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i)都市救済調査の目的は， 「都市救済台帳の労働者の雇用経験と職業的特
性に関する情報の収集」にあるとされ，「これらの労働者がなぜ救済を受けたか
？ 彼らは高齢者か若年者か？ 彼らは，その共同体の経験ある労働供給の一
部分であるか？ 事業救済計画でどのようなタイプの仕事が彼らに提供される
べきか？ どれほどの世帯が事業救済に就くことができるとみなされうる労働
者を含んでいたか？」（〔花〕 p. xvii)を明らかにすることが課題とされている。
そして，調査報告書の主要な関心は「前職があって，求職していたと回答し
た失業労働者」の状況の把握にあった。特殊な注目事項としては，公共救済政
策において重要な意義をもつ二つのグループ， 「現在のところ副次的救済を受
けており，私的産業に雇用されていた者」と「多くの都市センターで救済の残
余グループを構成する長期の失業者」（同上， p.xxi)の実態の解明にあるとさ
れる。
ii)調査方法は，予算的・ 時間的制約から，標本調査法（無作為抽出法）が採
用された。人口10万人~100万人までの，地理的に広く分布している 79都市が
選択された。それらの都市は， 1934年5月で約 115万の救済事例（総救済事例の
40%強）を含んでおり，その中から，約16万5千事例が面接調査された（標本調査
方法の詳細は別の機会に考察する）。調査の実施（調査表の運用）は， FERAの調査監
督官の一般的指示のもとに，各都市に特別事務所が組織され，調査員による各
世帯の訪問，直接面接（インタビュー）の方式によって行なわれた。
ii)調査期間は， 1934年5月の最後の救済受給の週(1週間）とされた。
iv) 「調査表」の調査標識（調査項目）は，以下の項目からなっている。
第一の部分には，救済「世帯」を構成する総べての者の人種，性，年齢，学
歴の調査項目があり，救済家族の社会的特性が調査されている。
第二の部分は，救済受給者（救済労働者）の雇用状態にかんする主要な調査事
項が設定されて•いる。 16歳~64歳の年齢層で，働いている者（「非救済的仕事での
雇用労働者」）か，求職している者（「失業労働者」）は，雇用可能者（または「労働者」
と同義の規定）と規定され， これらの者にかんする多数の質問が設問されてい
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る。雇用されている者（「非救済の仕事での雇用労働者」）については， 現在の戦業
・産業，週の収入（労働救済の収入は除く），週の労働時間の調査がなされた。「失
業労働者」（求織しているか，事業救済で雇用されている者）については，失業期間，
求職の有無，が調査された。また働いているか求職している者（労働者，雇用可
能者）については，平常の職業・産業，雇用経験の長さ， 失業の長さ， 最も長
く仕事をした雇用，二者択ー的（他の）職業の調査がなされた。
第三の部分には，付加的な質問があり， 16歳以上の総べての者に対して「識
業的障害と見なされる肉体的， 精神的障害の存在にかんする質問」がなされ
た。救済世帯と労働不能（職業的障害）の関係の解明が目的とされた。
第四の部分は，「失業労働者」（事業救済者も含む）について， 非求職の場合，
その非求職の理由が調査された。（同上， p.xx) 
• ここでの主要な関心は，「調査表」の第二の部分（第四の部分）をなす「雇用状
態」の諸規定である。
ロ）雇用状態の規定
失業救済問題では救済家族（批帯）の社会的特性とともに，救済受給者の一定
年齢(16歳）以上の者の雇用状態の特性の把握が主要課題とされる。「救済家族
の規模と構成」の把握とともに，「総べての労働年齢者(alpersons of working 
age)の雇用状態と個人的特性」の解明がより重要であるとされる（〔7釘 p.14)。
そこでは， 一定の調査期間(1週間）における一定年齢(16歳）以上の者の現在の
雇用状態が調査対象にされている。
i) 救済家族の規模と構成—雇用可能性
救済受給者の調査では，救済家族（世帯）の人種，規模，年齢，家族形態と婚
姻状態，雇用可能性と雇用状態，などの「家族の社会的経済的特性」が明らか
にされる。ここでは，雇用可能性と雇用状態に言及するにとどめる。
救済受給家族の雇用可能性は，．表6のように，家族形態別雇用可能性と表 7
のように， 1家族当たり労働者の数で，表示されている。ここでは，労働者の
用語は雇用可能者と同義に使用されており， 16歳~64歳の者で， 働いている
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か，求職している者と規定される。
319 
家族形態別で， 全体に， 労働者がいない家族が5.5彩もあり， その内，「正
常」家族は 38.3彩，「壊れた」家族は 34,.1彩も占めている。また労働者数別で
表6 家族類型別救済家族の雇用可能性の構成（都市救済標本， 193砕三5月）
家 族 類 型 総家族 1働6者~614歳人以の労上1労16働~者64歳なのし J者16~な6し4歳の
l撒 208,412 188,140 11,463 報告総家族 百比分率比 100.0 90.3 5.5 
100.0 '100.0 10.0・ 
正常家族 64.6 67.9 38.3 
破壊家族 17.0 16.7 34.1 
｛男の世帯主 2.8 3.0 2.1 
女の主帯主 14.2 13.7 32.0 
親戚・非親戚者 1. 6 1. 5 2.9 
単 身 ． 16.8 3.9 24.7 
（出所） WP A [76], Table 6, p. 12. 
表1 都市救済標本 (193婢三5月）と都市人口 (1930年）の世帯
当りの労働者数a)
世帯当りの労働者数 救(19済34年標）b本> セci9ンio年サ）cス) 
報告総釦戻｛百：比
199,035 17,372,524 
100.0 100.0 
労働者なし 9.3 6.1 
労働・者 1人 57.5 60.1 
労働者 2人 22.9 22.4 
労働者 3人 7.0 7.7 
労働者 4人以上 r、 3.3 ・3.7 
8,809 
4.2 
100.0 
28.3 
0.8 
0.3 
0.5 
3.1 
67.8 
（注） a) 「1人の者」・の割合は「1人の世帯」とは一致しない。前者は全家族の比
率であり，後者は「全事例」の比率である。
b)労働者数または世帯規模が特定できない 2,959世帯を除く。
c)第15回合衆国人ロセンサス， 1930年，人口 第VI巻 23ページ。センサス
のデータはセンサス局によって定義された10歳以上の有業者に関するもの
である。
（出所） WP A [76], Table 7, p. 13. 
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は，労働者のいない家族は， 1930年センサスの6.1彩から01934年の救済サンプ
ル｀では， 9.3彩に達している。家族形態と労働者の有無， その数が救済家族の
雇用可能性の状況を示している（同上， p.12~13)。
ii)労働者の雇用状態
救済受給者の調査では， 16歳以上の者（特に16歳~64歳の年齢層を労働年齢者と規
，定している）について， 1934年5月の最後の救済受給の週の救済台帳の記録に基
づいて， 1週間の雇用状態が調査される。「都市救済調査表の主要な用語の定
義」によると， 16歳以上の者の雇用状態 (statusof employment)とは，救済受
給の最後の週 1週間の「雇用可能性」 (employability)の状態をいうとされる。
16歳以上の者を「労働者」 (worker)と規定し， 16歳..:,64歳の年齢者を雇用可能
者 (employablepersons)として労働年齢者と規定される。労働者には， 前職あ
り，前職なしの両方の労働者が含まれる（同上， p.• 6i)。
実際には，労働者概念は， 16歳以上の総べての者とみなす広義の規定と16歳
~64歳の労働年齢者とみなす狭義の規定が併用されている。 16歳以上の者であ
る労働者（あるいは労働年齢者）は，「調査表」の質問事項に対応して，雇用労働
者，失業労働者，非就業・非求職の者に分類・表示される。
a)雇用・失業労働者
雇用労働者は， 「救済が与えられた最後の週に私的雇用で仕事に従事してい
＇た者」で， 「部屋や食事を受給している者， 賃金をえていない見習いエ，スト
ライキ中の労働者，自営業者」も雇用者と見なされた。
失業労働者は，「私的雇用に従事してなく，かつ求職していた16歳以上の者」
である。事業救済者（事業救済の雇用者）は失業労働者に含まれる。
b)非就業・非求職の者
失業救済受給の志願者で，その調査週に「失業しているか；事業救済で雇用
されている」者のうち非就業・非求職の者(personsnot working and not seek-
ing work)は，その非求職の理由が質問され， 調査結果は，扶養者への無給の
扶助，肉体的不能，精神薄弱，老齢または一般的衰弱，学生，仕事への嫌気，
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その他の理由のいずれかに分類される（同上， p.61~64)。
調査結果（表8,9, 10)では， 16歳~64歳の者の雇用状態は，総数の55.996が
失業者， 34.6%が非就業・非求職者である。人種別でみると，黒人の雇用状態
がより悪く，黒人男性の82.1彩が失業者である。 16歳以上の非就業・非求職者
321 
の非求職理由をみると，その分類標識にもよるが，男性の約 4~5割近くが肉
体的障害によると回答している。
表8 人種別，性別の16~64歳の救済者の雇用状態（都市救済標本， 1934年5月）
雇用状態 総数
?
人
?
女
黒人その他
男 i女
総報告者a){ 数 421. 589 173,746 162,851 37,758 47,234 
百分比 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
失業労働者 55.9 79.5 27.4 82.1 46.7 
雇用労働者 9.5 1. 8 6.6 8.5 12.4 
非就業・非求職者 34.6 8.7 66.0 9.4 40.9 
（注） a)雇用状態が明確でない 4,145人を除く。
（出所） WP A [76], Table 9, p. 16. 
表9 雇用状態別都市救済標本の労働者 (1934年5月）と
1930年都市人口の有業者
雇用状態
総数
数 l% 
?
女
労働者，救済標本， 1934年a) 276,043 100.0 69.8 30.2 
失業者 235,796 100.0 71. 7 28.3 
前職あ り 215,690 100.0 74.2 25.8 
前職なし 20,106 100.0 45.2 54.8 
雇用者 40,247 100.0 58.8 41. 2 
有業者， 1930年センサス b) 29,754,220 I 100.0 73.4 26.6 
（注） a) 16~64歳の労働者。
b)第15回合衆国人ロセンサス，人口 第皿巻，第I篇， 22ベー ジ。 10歳以上
の有業者。
（出所） WP A [76], Table 13, p. 19. 
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表10 人種別，性別， 16歳以上の救済者の非就業・非求職の理由
（都市救済標本， 1934年5月）
白人
非就業・非求職の理由 ?
女
黒人その他
男 女
総報告者a){ 数 20,099 117,204 4,447 21,492 
百分比 100.0 100.0 100.0 100.0 
扶養者の無給扶助 0.4 77.9 0.3 59.0 
肉体的障害 44.4. 1. 0 48.9 24.3 
精神薄弱 2.0 0.4 2.6 0.9 
老齢か一時的障害 1. 5 4.3 1. 9 7.4 
学 生 41.1 6.1 35.8 8.0 
職業訓練 0.5 0.2 0.4 0.4 
その他の理由 0.1 0.1, 0.1 ＊ 
（注） *) 0. 5飴以下。
a)非就業・非求職の理由を明らかにしなかった 157人を除く。
（出所） WP A [76], Table 10, p. 16. 
ii)救済調査の基本的概念と方法ー一1930年失業センサスとの比較
都市救済受給者の調査結果と 1930年失業センサスとの比較が度々試みられ
た。しかし，両調査の基本的概念と方法の差異が問題であった。救済調査の労
働者(worker)は，調査週 1週間に雇用されている，または求職している16歳～
64歳の者（労働末経験の者，前職なしの者を含む）であるのに対し， 1930年失業セン
サスの有業者 (gainfulworker)は平常に働いていて，調査日に就業していたか
失業していた10歳以上の者（前職なしの者は含まれない）である（同上， p.65)。
1930年失業センサスの単位は， 10歳以上の者で，平常に収入のある職業で働い
ている者（有業者）で，調査日または最近の定期的労働日に働かなかった者であ
る（前職なしの者，すなわち新規求職者は調査対象から除かれている）。平常の有業者概
念を基礎に調査日の就業の有無が調査されている。救済調査では，救済家族を構
成する16歳以上の者（労働者）の調査1週間の現在の雇用状態が調査対象とされ，
雇用されている者（雇用者），求職している者~ 事業救済の雇用者も含む），
求識していない者（非求職・非就業者）に分類される。そこでは，一定の短期間の
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現在の雇用状態を調査対象とする労働力方式の基本的概念と方法に繋る端緒形
態が形成されている。実際のデータの比較では，これらの両調査の基本的概念
と方法の差異のため，データの調整はおこなわれていない。
ハ）調査結果-都市の救済失業者と都市の総失業者の比較表
1934年~1935年の時期における各市の失業調査・失業センサス結果と都市の
失業救済調査結果を基礎にして，都市の救済失業者と都市の総失業者の比較が
試みられているので，その主要な結果表を（表1,12, 13)掲載する。各市の失
業調査は，一定年齢以上の個人に関する失業調査であり，基本的概念と方法に
差異がある。また失業救済調査は，都市の救済家族の一定年齢以上の者に関す
る失業調査である。従って，その失業者数の比較には直接比較できない諸条件
が前提されている。しかし，この時期に，各市の失業センサスと失業救済調査
は，調査対象を基本的に異にしながらも，調査方法では，共通の労働力方式の
失業調査の形成に寄与しており，その過程の検討は重要な課題である。都市救
済調査の報告者は，これらの比較表から，一般失業者と救済失業者の間にある
性別，年齢別，人種別格差，失業期間，識業・産業構成などの差異を指摘し，
都市救済受給者の特殊な性質に言及している（同上， p.3~5)。
(2) 救済労働者センサス
1935年の「緊急救済支出法」の成立により， 「有用な計画を実施するこ
とによって，救済，事業救済を提供し， 雇用を増進する」というこの法律の
目的に即して， 「事業促進局」 (WPA)が創設され，合衆国全体の救済労働者
の職業センサスが， 1935年3月に実施された。それは，連邦失業救済事業計画
(WPAの事業救済）の遂行のために， 「救済労働力の技能目録」の作成を目的と
していた。既に， 1933年10月の「合衆国失業救済センサス」， 1934年の都市地
域と地方濃村）地域の救済労働者の識業的特性の調査が実施されてきたが，
「新事業計画の重要性，救済台帳の利用しうる労働の技能に可能な限り正確
に適用される計画プロジェクトの需要は，州，郡ベースの職業統計の作成を必
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表12 4都市における性別総失業労働者と16~64歳の
救済失業労働者の人種・出身 (_1934年）
Pittburg Reading Wilkes-bare Daytona> 
人種と出身
数 I比率 数 I比率 数 I比率 数・1比率
総失業男性b)
総報告 71,095 100. 0 8,052 100.0 7,315 100.0 7,390 100.0 
自国生れの白人 50,049 70.4 6,901 85. 7 5,941 81. 2 6,153 83.2 
外国生れの白人 12,210 17.2 847 10.5 1,287 17.6 419 5.7 
黒人，その他 8,836 12.4 304 3.8 87 1. 2 818 11.1 
総失業女性b)
総報告 27,610 100.0 2,637 100.0 2,350 100.0 5,579 100.0 
自国生れの白人 22,265 80.6 2,469 93.6 2,268 96.5 4,665 83.6 
外国生れの白人 1,184 4.3. 58 2.2 62 2.6 123 2.2 
黒人，その他 4,161 15.1 110 4.2 20 0.9 791 14.2 
救済失業男性C)
総報告 41,762 100.0 4,120 100.0 3,923 100.0 5,937 100.0 
自国生れの白人 24,150 57.8 3,235 78.5 2,768 70.6 3,969 66.9 
外国生れの白人 8,988 21. 5 565 13. 7 1,065 27.1 346 5.8 
黒人，その他 8,624 20.7 320 7.8 90 2.3 1,622 27.3 
救済失業女性c)
総報告 13,762 100.0 1,163 100.0 960 100.0 2,179 100.0 
自国生れの白人 8,554 62.2 857 83.2 857 89.3 1,245 57.2 
外国生れの白人 896 6.5 65 6.6 65 6.8 49 2.2 
黒人，その他 4,312 31. 3 38 10.2 38 3.9 885 40.6 
（注） a)非救済失業者と救済失業者。
b)失業データの出所： Pittsburgh, Reading, Wilkes-Barre: Penn~ylvania 
Emergency Relief Administration, unpublished date of the Social 
Survey, 1934. 
Dayton : Federal Emergency Relief Administration. Occupational 
Characteristics Survey of Montgomery County, Ohio, August 1934. 
Federal Emergency Relief Administration Research Bulletin. ・The 
Occupational Characteristics of the Rel: 該fand Non-Relief F'o, 加latzon
in Dayton, Ohio. Series I, No. 3, February 1935. 
c)都市救済標本， 1934年5月。
（出所） WP A [76], Table 2, p. 183. 
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人
表13 マサチューセッツ州ボストン市， リン市の性別人種別総失業労働者
と救済失業労働者 (1934年）
失業者a) 救済者b)
種 男 女 男 女
数 I比率 数 I比率 数 I睫 数
ボストン市
総報告 92,840 100,0 33,519 100.0 34,454 100.0 11,340 
白 人 89,617 96.5 31,592 94.3 32;900 95.5 10,528 
黒人，その他 3,223 3.5 1,927 5. 7 1,554 4.5 812 
リ ン市
総報告 14,334 100.0 6,043 100.0 3,108 100.0 1,059 
白 人 14,174 98.0 5,959 98.6 3,035 97.7 1,027 
黒人，その他 160 1.1 a4 1. 4 73 2.3 32 
I比率
100.0 
92_.8 
7.2 
100.0 
97.2 
2.8 
（注） a)失業データの出所： Boston and Lynn: Massachusetts Department of 
Labor and Industries, Report on the Census of U~employm孤tin
Massachusetts of January 2, 1934, Pu):)lic Document No. 15, November 
1934. Persons over 14 years of age. 
b)都市救済標本， 1935年5月， 16~64歳の者。
（出所） WP A・[76], Table 3, p. 184. 
要」とさせ，「センサス」の実施に至った ((71〕p. vi)。
WPAの「センサス」結果は， 『合衆国の救済労働者，平常の職業センサス
（概要）』（〔7〇〕 1937年1月），『合衆国の救済労働者．第 1巻平常の職業センサ
ス」 (P.M .Hauser (71) 1939年），『同上第 2巻産業的，教育的背景の研究』
(P. M. Hauser & B. L. Jenkinson (7幻 1939年）として，公刊された。 ， 
「センサス」の調査は， 1935年 3月の 1カ月間を調査期間として， FERA 
の各郡 (country)の事務所にある全労働者救済世帯のカードの職業分類記録の
ファイルに基づいて，調査員の面接調査（イ・ンタビュー）の方法で，実施された。
「職業分類記録」にかんする個人の経歴情報は社会サービス部門のケースワー
カーによる面接調査，；労働者の職業と産業にかんする情報は事業部 (WorkDi-
vision)の事務職員による面接調査によって，調査・収集された。調査対象の選
択は標本調査法によって行なわれた。
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「センサス」は， 1930年人ロセンサスの職業構成との比較を目的として設計
されたので，その基本的概念と方法，雇用状態の規定では，有業者方式と労働
力方式の接合が見られる。ここでは，その主要な特徴にふれるにとどめる。
調査単位は， 「センサス」の調査時期に連邦・州の救済受給の家族（世帯）構
成員であり，就業しているか，求職している者で， 16歳~64歳の年齢の者（「労
働者」と規定される）である。ただし， 16歳以下の扶養家族を自宅で扶養する必
要のある成人男女は調査対象から除かれる。ここで救済家族（世帯）は，公的失
業救済の行政単位であり， 単身者またはグループの者・⑲誠；である無しにかかわ
らず）から成っている。それには，「直接救済または FERAの事業計画を通じ
て扶助を受けた全居住世帯の特殊グループ（家族，単身者，地域の家なし者）」が
含まれるが，「1.一時滞在者， 2.緊急教育， 3. 大学生への援助， 4.都市の復興，
5. 干ばつ救済， 6.余剰商品」などの「特別計画に参加している世帯の労働者」
は除外されている。
救済労働者の主要な調査標識は「平常の職業」であり，それは「労働者がセ
ンサス以前の10年間で最も長く働いた職業」と規定されている。その就業期間
がいかに短い者でも，労働経験が事業救済計画やその他の救済雇用形態でえら
れた者でも調査される。
救済労働者センサスでは， 1930年センサスの有業者との比較の必要上，未経
験労働者(inexperiencedworker)は，「平常の職業」従事者と区別される。「セ
ンサス以前10年間なんら収入のある仕事に従事しなかった求職者は， 『未経
験』と報告される」。自宅での主婦，家事従事者，家事の少女などは，求職して
いても未経験者とされ，新規求職の若年者，「センサス」前10年間に退職後ま
た労働市場に復帰しているかもしれない高齢者も，未経験者に分類される。そ
こでは， 1930年センサスの有業者概念との比較の必要上，有業者ベースにより
近い概念規定がなされている。
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3 地方の救済受給者の調査
1930年の第15回合衆国の世帯数が約 3千万世帯であった。その内， 17,372,
500世帯が都市地域， 6,604,600世帯が地方・農業地域， 5,927,500世帯が地方
・非農業地域に分類された。「大恐慌」の急速な進展にょり， 1933年10月の
「失業救済センサス」では， 救済台帳上の地方救済者は約5百万人以上とな
り， 1935年第一四半期に， 地方救済者は， ビークを迎え，推定8百50万人，
1930年の地方総人口の約16形を占めるに至った。
FERA調査統計部によって， 1933年l_O月の合衆国「失業救済センサス」と
同時に， 地方の救済世帯と非救済世帯の諸特性の差異の比較を主目的とした
「地方救済世帯・地方非救済世帯の調査」 (1933年10月）が， 「19州から選択さ
れ， 13のクイプの農業地域」を代表する47の標本郡で，実施された。その調査
結果は， WPAの調査研究シリーズ(I)『救済世帯と非救済世帯との比較研
究』（〔花〕 1935年）．として公刊された。救済事例の急増により， 1935年に「地方
救済人口の現在の変動の調査」が， 1935年1月とそれに続く月に，「9の農業地
域を代表する 138の標本郡」で実施された。調査結果は， WPAの調査研究シ
リーズ (XIV)『地方救済の変貌する諸局面』（〔竹〕 1938年）として公刊された。
この両調査では，各報告書に採用された標本調査方法の詳細な手順が解説され
ており，今後の検討の重要な資料となる。地方濃村）救済受給者は，都市救済
とはまた相違した固有の諸特性をもっており，その調査内容の検討は重要であ
る。本稿では， 「地方救済人口の現在の変動の調査」の雇用状態に関する「調
査表」に即して，救済受給者の雇用状態の規定，雇用状態の諸特性の問題に言
及するにとどめる。
(1) 地方救済人口の変動調査
1)雇用状態に関する調査表
地方救済人口の現在の変動に関する調査表は， FERAの調査表A 「地方救
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済状況の調査一ー地方救済世帯またはリハビリテーション増進， 1934年10月」，
調査表B 「地方救済状況の調査—地方リハビリテーション調査表」， 調査表
C,D「地方救済人口の現在の変動調査」 (CとDで若干調査項目が相違している），
WPAの調査表E「地方救済受給世帯の調査」， 調査表F 「地方•町の標本地
域での公的・私的援助について増大した扶助事例の数と負担の総量」， その他
の付随調査表 (E,'F)の多面的な調査諸表からなっている。
雇用状態に関する調査表はA,C, D, その他の調査表にみられる。ここで
は，表14の調査表（調査表Dの「職業データの調査表」の一部分）を掲載する。
調査表では16歳~64歳の総べての者について，現在の雇用状態ー一ー働いてい
るか，求職しているが質問され，働いているか求職している16歳~64歳の総ベ
ての者について，現在雇用されているならば，その職業，産業，週給，労働時
間，現在失業しているならば，最後の雇用（職業，産業），最後の仕事（非救済）の
種類，平常の職業・産業が調査されている。調査月の現在の雇用状態—働い
ている者（就業者），求職している者（失業者），その職業，産業などが調査対象と
されている。
2)雇用状態の規定
地方救済受給者の雇用状態は，表15に見られるように，まず地方救済事例で
の労働者と被扶養者の構成 (1935年7月， 10月，家族状態別）が表示されている。
それは，世帯全員，世帯主，他の構成員別に，次の雇用状態の分類を表示して
いる。
イ） 16歳~64歳の者—就業しているか求職している〔労働経験（前職）あ
り，労働経験（前職）なし〕，非就業・非求職， 口） 16歳以下の者，ハ） 64歳以
上の者。
また表16に見られるように，地方救済事例（世帯）の就業可能性の構成 (em-
playability Composition) (1935年10月）は，次のように分類されている。イ）労
働者ありの事例ー―—女性労働者（労働者 1 人，労働者 2人以上），・男性労働者 1 人
以上，口）労働者なしの事例—16歳~64歳の者なし，就業しているか求職し
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表15 家族状態別地方救済事例の労働者と扶養者 (1935年6月， 10月）
〔138郡〕
6 月 10 月
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労働者と扶養者
総人員 1世帝主 l閃負 総人員 Ii!'=帯主 1閃員
数 253,636 58,474 195,162 186,812 43,912 142,900 
パーセント 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
16~64歳の者 51.4 90.3 39.8 48.9 89.6 36.4 
働いているか求職している 29.6 84.7 13.1 27.0 82.1 10.1 
前職あり 26.1 82.3 9.3 23.9 79.5 6.8 
前職なし 3.5 2.4・ 3.8 3.1 2.6 3.3 
非就業・非求職 21.8 5.6 26. 7 21. 9 7.5 26.3 
1磯以下の者 43.4 56.4 45.9 60.0 
64歳以上の者 5.2 9.7 3.8 5.2 10.4 3.6 
（注）労働者は，この研究では， 16~64歳の者で，働いているか，求職している者と
定義されている。
（出所） WP A [77], Table 45, p. 91. 
表16 地方救済事例の雇用可能性の構成 (1935年6月， 10月）
〔138郡〕
雇用可能性の構成 1月 6月
数 84,136 58, 1516 
パーセント 100.0 100.0 
労働者のある事例 89.9 87.4 
女性労働者のみ 6.1 7.8 
労働者1人 5.2 6.6 
労働者2人以上 0.9 1. 2 
男性労働者1人以上 83.8 79.6 
労働者なしの事例 10.1 12.6 
16~64歳の者なし '5.3 6.7 
労働または求職している16~64歳の者なし 4.8 5.9 
（出所） WP A [77], Table 46, p. 92. 
10月
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ていても16歳~64歳の者なし。
さらに，失業可能性のある世帯として，表17の労働者なしの地方救済事例の
類型表(1935年7月，居住別）が表示されている。
(2) 地方救済家族の雇用状態の諸特性と諸類型
1)これまでに見た地方救済家族（世帯）の特性調査の結果をより一般的に分
析し，総括したのが， WPAの調査研究シリーズ(XVII)「地方救済家族』〔(78〕
1938年）である。 そこでは， 地方救済家族の雇用状態を規定する特殊な諸特性
と多様な形態が「雇用可能性，雇用と救済総数」の表題のもとに，論じられて
いる（〔花〕 p. 69)。
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表17 居住別労働者なしの地方救済事例の類型 (1935年6月）
〔138郡〕
世帯構成 地方総計 郡 村
数 7,352 3,944 3,408 
パーセント 100.0 100.0 100. 0 
夫と妻 31.4 32.3 30.3 
他人なし 28.6 28.9 28.2 
他人あり 2.8 3.4 2.1 
夫，妻と子供 10.1 1. 3 8.8 
他人なし 9.5 10. 5 8.3 
他人あり 0.6 0.8 0.5 
父と子供 1. 8 2.1 1. 5 
他人なし 1. 4 1. 6 1. 3 
他人あり 0.4 0.5 0.2 
母と子供 9.7 9.3 10.2 
他人なし 8.5 8.1 9.0 
他人あり 1. 2 1. 2 1. 2 
非家族グループ 6.3 6.3 6.2 
1 人の世帯 40.7 38.7 43.0 
男性16~64歳 4.4 4.6 4.1 
男性16~64歳以上 19.1 19.6 18.8 
女性16~64歳 4.8 4. 3 5.3 
女性16~64歳以上 12.4 10. 2 14.8 
（出所） WP A [77], Table 48, p. 93. 
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雇用可能性の構成は，「経済的に解体された」家族すなわち「16歳~64歳の
労働者がいない家族と女性労働者だけの家族」の問題であり， 「これらの家族
のすべてのは，彼等には男性の労働者がいないか，極稀な事例では一人以上の
女性労働者もいないので， 失業可能である又は潜在的に失業可能である」（同
上， p.69-70)と規定されている。また，これらの地方救済家族の雇用・失業可
能性の特殊な諸類型について論じられている（次に言及するヒューレット〔Hulett〕
の研究が参考・引用されている）。
． 地方救済家族の労働者の雇用状態は，表18のように表示されている。
2) FERAの地方調査課のヒューレット (J.E. Hulett)は，『地方救済事例
の失業可能性の若干の類型」（〔認〕 1935年1月）で， 地方救済家族の特殊な失業
可能性とその諸形態について，検討している。
そこでは，地方救済事例の失業可能性(unemployability)の類型として，四つ
の類型が研究されている。
1) 16歳~64歳の人員がおらず，年齢理由による失業可能な事例
2)肉体的，精神的不能，その他の理由により就業可能な者がいない16歳～
64歳の人員の事例
"3)男性労働者のいない1人の女性労働者の事例
4) 16歳~64歳の 1人の女性労働者と 1人以上の16歳以下の者の事例
ここでは，個々の事例に立ち入らず，その一般的な特徴のみをみることにす
る。雇用可能性別の地方救済事例の数と比率は，表19の通りである。
地方救済事例の雇用可能性の構成は，以下のように分類・表示されている。
失業可能な事例
16歳~64歳の人員なし
16歳~64歳の全員が非労働者
男性なし，女性の労働者 1人
雇用可能な事例
ここで，失業救済事例とは，一般には，救済の単位として，救済を受給して
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表19 雇用可能性の構成別地方救済事例の数と構成比aJ (1935年1月）
雇用可能性の構成 数 百分比
総救済事例 1,878,000 100.0 
失業可能事例 190,000 10.1 
16~64歳の者なし 100,000 5.3 
全人員， 16~64歳の非労働者 90,000 4.8 
男性なし，女性労働者1人 98,000 5.2 
雇用可能な事例 1,590,000 84.7 
（注） a)推定値。
（•出所） FERA [33], Table A, p: 1. 
いる世帯， 家族の形態の一定数の居住者または単身居住者（しかし，ここでは単
身居住者は含まない）を意味している。「“雇用可能・者または労働者」 とは，
9「16歳~64歳（労働年齢）の者で，就業している者と積極的に求職しているか，
収入のある雇用に就く意志のある者」と規定されている（〔窃〕 p. 2)。
また地方救済事例の雇用可能性構成別の失業可能性3類型は，表20に見られ ｀ 
るように，次のように分類・表示されている。
失業可能な事例
16歳~64歳の人員なし，
表20雇用可能性の構成別失業可能性の三類型を示めす地方救済事例の構成比a)
(1935年1月）
事例の類型
雇用可能性の構成 数 百分比
総数 1世帯 I羞人岱 総数 1世帯月［人岱
失業可能な事例 mo, obo 117,000 73,000 -ioo 61. 4 38.6 
16~64歳の者なし 100,000 40,000 60,000 100 39.9 60.1 
全員,16~64歳の非労働者 90,000 77,000 13,000 100 85.1 14.9 
男性なし，女性労働者1人 98,000 83,000 15,000 100 84. 7 15.3 
総 計 I 288, oool 200. oool 88, oool 100 1 69. s I so. 7 
（注） a)推定値
（出所） FERA [33],Table B, p. 2. 
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16歳~64歳の全員が非労働者
男性なし，女性の労働者 1人
以上のように，地方救済事例における雇用可能性，失業可能性の諸類型が検
討されており，地方（主として農村地域）の救済家族と構成員の特殊な諸特性が研
究されている。
4 むすび一ー失業救済と雇用，失業の規定
1933年から開始された「ニューディール」期の FERAとWPAの失業救
済調査および救済受給の諸形態，諸特性の研究は，連邦失業救済政策の遂行の
ための基礎資料を提供するとともに，失業調査方式の発展のうえで，労働力方
式の基本的概念と方法の形成に一定の役割を果たした。
1) FERAとWPAは，各州・市，各地域の失業救済機関の協力により，
1933年から1935年にかけて，精力的に失業救済調査と救済家族の諸形態の研究
を進めるとともに，その救済基金を基礎に，各「州緊急救済局」 (StateErner-
gency R~lief Administration. 略称 SERA)や市救済局を通じて， 各州， 各市の
調査統計部と協力して， 個人を対象とした州・市レベルの失業調査，失業セ
ンサスを数多く実施させた。これらの失業調査において，各地域の失業救済機
関と各行政組織の調査統計機関は，相互に協力して，州・市の一定年齢以上の
人口の雇用状態傭頃~.失業状態）を調査時点（一定の短期の調査期間）で把握しよう
として，労働力方式の基本的概念と方法の形成に繋る各種の「失業調査表」の
設計・運用を試みた。連邦・地方救済機関にとっても，州・市の人ロ・失業セ
ンサスは，救済受給者の諸特性との比較に必要な基本資料であった。これらの
州・市の失業調査については，労働力方式の形成，•発展の過程として，続稿にて
考察する。
本稿で考察したように， 労働力方式の失業調査の生成•発展過程の基礎に
は，救済受給者家族とその構成員に関する失業救済調査の試行があった。
1933年~1935年にかけての「失業救済センサス」， 都市救済受給者の調査，地
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方濃村）救済受給者の調査， 「救済労働者センサス」などの失業救済調査の過
程で， 1930年合衆国失業センサスの概念と方法（基本的に有業者方式に依拠）の反
省，その調査結果との比較・対照が行われ，救済受給者家族とその構成員に関
する調査時点僚環の調査期間）での「現在の雇用状態」!(currentstatus of employ-
_me~t) の把握を目的とする「調査表」．の設計・運用が試みられた。雇用状態の
概念と方法の規定では，各調査において多少差異がみられるが，その共通する
典型的規定として，都市の救済労働者の規定が挙げられる。雇用状態の調査対
象は 16歳以上の者~義の労働者，特に16歳から64歳の者は労働年齢者層）と規定さ
れ，調査時点・c調査週）の雇用状態すなわち「雇用可能性」に基づいて，雇用さ
れているならば，私的雇用に従事している雇用労働者，失業しているか事業
救済で雇用されているならば， 求職している失業労働者（事業救済の受給者も含
む）と非求職の者に分類・表示された。失業救済受給者は，志願して救済を受
給した時点で既に失業者であるという特殊な状態にあり，その雇用状態の規定
も一定の特殊性をもっているが，労働力方式の諸規定から見ると， 16歳以上の
者は労働力，雇用労働者は就業者，失業労働者と非求職者は，失業者，非労働力
に関連する諸概念を構成しているとみなされる。そこでは，調査時点の現在の
雇用状態の把握を目的として調査が企画，実施されており，失業救済調査は労
働力方式の失業調査の概念と方法の端緒形態を形成していたと評価されうる。
2)労働力方式の失業調査の基本概念と方法は，．このように FERAや WP
A の失業救済行政と失業救済調査を重要な契機として，形成•発展した。 1937
年の合衆国失業センサス，1939年の WPAの「失業月例報告」，1940年合衆国人
ロセンサスの実施経過の中で体系化がなされた労働力方式は，その失業調査の
基本的概念と方法の形成において， WPAの失業救済行政と救済調査，特に
1937年から 1939年にかけての WPAの多数の失業調査の試行（残念ながらその
調査結果は公表されなかった）が重要な役割を果たしたと評価されている (Durrand
〔2釘 p.87)。失業救済政策・行政の遂行において，雇用，失業概念の規定と救
済事例への失業救済（事業救済 workrelief)の適用基準の妥当性（適性）が常に問
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題とされていた。その全面的検討は重要な課題であるが，ここでは問題の所在
のみに言及する。
l}WPAの失業救済調査， 失業調査において中心的な役割を果たしたウ
エップ(J.N. Webb)は， 1930年失業センサスの有業者方式の失業調査を批判
し，労働力方式の失業調査の概念と方法を展開した（〔5幻 1937年，〔6釘 1939年）。
ウエッブは，「事業計画局」 (WorkProjets Asministration)の社会問題シリーズ
の著作で，労働者，雇用者，失業者について，次のように説明している。
イ） 「労働者」 (worker)は，その人の活動（現在の活動状態）によって， 次の
ように分類される：
仕事をもっている者………（就業者）
積極的に求職している者………Gk:業者）
一時的に働いていなく，求職もしていない者（「非活動的」労働者）
現在「働いている者」とそれ以外の者を分類する基準は「活動」状態にあ
る。「積極的求職」活動が，残りの非労働人口とを区別する分類基準である。
仕事を「望んでいる」 (wanting)とか「必要としている」 (need)では，分類基
準として不十分である（〔8〇〕 P: 8-9)。
ロ） 「失業労働者 (unemployedworker)は三つの基本的グループからなる。
第一のグループは積極的に求職しているが，なんの仕事をももっていない。第
二のグループは私的な仕事を探しているが，事業計画 (WorkProgram)で雇用
されている。第三のグループは『非活動的』労働者と呼ばれる者からなってい
る」（同上， p.11) 
ハ） 「『非活動的』労働者は， 働かず，求職もしていない者で， 活動的労働
供給からの排出の理由が病気，ストライキかロックアウト，機械の停止などの
ような一時的性質の者である」（同上， p.11-12)。この場合，「非活動的」労働者
の詳細な分析が必要となる。その「非活動的」理由として，一時的病気か障害，
一時的レイオプ，就業しうる仕事がないと信じる，仕事探しの結果を待ってい
る，その他の理由があげられる（同上， p.17-20)。
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二）雇用者では，特に「婦人労働ーーオフィスの中の妻たち」が問題とな
る。それは，パートタイマーの増大に見られるように，半失業，不完全就業の
増大の重要な指標になっている。
以上のように，労働力方式で定式化される労働力人口，就業者，失業者，非
労働力人口の基本的諸概念とそのフレーム・ワークの主要な考え方が簡略に説
明されている。ウエップは，論文「失業調査で使用された諸概念」の中で，有
業者概念を批判して，「失業の測定」では， 労働市場との関係で， 一定時点で
の「総労働供給」の検証の必要を説いている。特に，失業の三条件（働く意志，
働く能力，求職活動）との関係では， 前二者の失業条件としての客観性の欠如を
指摘し，「個人の働く能力， 働く意志の最善の表明は， 積極的求職」であると
規定している。積極的求職活動の有無が， 雇用者（就業者）と失業者， また失
業者と非労働力を区別・分類する客観的基準であることを強調している（〔69)
p. 53-54)。
労働力方式の統計的失業概念における求職活動条件の重視の背後には，・失業
救済， WPAの事業救済の適用基準をめぐる論議がある。
2)労働力方式の雇用・失業概念の形成の基礎・背景には，失業救済調査で
みたよう・に，失業救済受給の適性ー一雇用可能性，失業可能性の条件の検討が
ある。すなわち WPAの仕事を受給しようとする者は，労働市場との関係で，
雇用可能であるか失業可能でなければならないとされる。失業救済調査におけ
る「雇用可能性」，「失業可能性」の把握の問題は，救済希望者への救済適用の
適性の吟味の問題と関係している。この問題は，失業救済行政の実施におい
て， WPAの連邦・州の救済機関で常に論じられてきた複雑な論争問題であ
る。失業救済行政の展開の過程で，．救済の財政的制約もあり，救済受給者の適
性の吟味，彼等への WPA雇用の供給の制限が， 連邦・州の救済機関で厳し
く論議されるようになった。ここでは，総括的労作『WPAと連邦救済政策』
(〔39)1943年）に基づいて，その問題の所在のみに言及する。
イ） 「ある者が『雇用可能である』か否かは，労働者に依存するとともに利
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用しうる労働の性質にも依存している」（〔39〕p. 449)。そこでは，失業救済志
願者が， WPAの仕事をすることが可能であるという資格とともに労働市場
における私的雇用に就くことが可能である資格をもっているか否か，その資格
の検証が必要か否かが論議される。 WPA労働者の前職の経験，年齢，精神的
・肉体的諸条件，肉体的障害などが吟味され，これら失業救済志願者の諸条件
とその WPA雇用の規制問題が検討されている。
ロ）失業可能性は，失業者，求職，仕事に就くことができる，等の諸概念，
諸問題として論じられている。
i) WPAの雇用が適用しうる失業者は， 「自己過失のない」失業者(unem-
ployed "through no fault of their own")であるとされる（同上， p.472)。それは，
非自発的失業の規定に重なる概念である。そこでは，「ストライキ」，失業期間な
どの問題が検討されている。「ストライキ中の者」へ WPAの仕事を提供する
問題は， 論争的課題とされるが， WPAの政策は基本的に私的企業での労使
紛争にたいして中立を守ることにあるとされる。 しかし， 「ロックアウトまた
はストライキ中の者」にも WPAの仕事が適用されるか否かは， 各州の救済
機関で異なった対応をしている状況が説明されている（同上， p.473-476)。
i) WPAの雇用は，求職活動と働く意志を有することを条件としている。
「WPAの雇用の適性は，通常には以前に労働経験があり，働く能力があり，
仕事がないことを含んでいる。志願者は，『求職していること」と『働く意志』
を持っていなければならない」 と規定される（同上， p.481)。そこでは積極的
求職の条件が重視されている。しかし， WPA雇用の適用との関係では，個々
の条件の規定と運用仕方は論争点が多いと問題される。
ii) WPAの雇用は， 加えてその雇用が提供された時， 志願者が「仕事に
就くことができる (availablefor work)」ことが必要とされている。「就業可能
性」 (availabilityfor work)はさまざまに解釈されうるが， 労働者が居住して
いる場所と雇用センターとの距離，扶養者，病弱者，マイナーの子供の世話へ
の責任の問題などの諸条件が検討されている。しかし，労働者が「就業可能」
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かどうかの究極のテストは，労働者が「提供された仕事を受領するか拒否する
かである」とされる（同上， p.483-484)。
以上のような WPAの失業救済（事業救済）受給の適性（雇用可能性，失業可能
性）の諸条件の検討は， 失業救済行政・救済政策遂行をめぐる論議であり，個
人の麗用・失業そのものの調査（測定）を目的とするものではない。 WPAの長
官ハリー・ホップキンズ (HarryHopkins)は， WPAの雇用・失業テストに関
して，「失業は失業そのものの問題として処理されなければならない。国家の
政策の問題としては， われわれは総べて、の失業者に仕事をあたえることを望
む」と述べている 7)。 また彼は，救済台帳上の雇用可能者数の推計問題に関す
る議会での論議に際し， 「数は，意見の問題であり， 統計データの問題ではな
い。ある人は100人が雇用可能であり，適性であると言うし，他の人は 50人だ
けが雇用可能であると言う。したがって，それは統計データの問題ではない」
ことを強調している8)。 ここでのホップキンズの真意は， 「ニューディール」
政策に対抗する勢力による，また救済の財政基金の制約などから，失業救済の
適用基準を厳しく限定しようとする動きを批判し，広範な失業救済志願者に可
能なかぎり仕事を提供することにあった。個人の雇用状態（就業・失業）の把握
を目的とす失業調査は，回答者（被調査者）の主観的裁量を排し，その客観性を
保持しようとして，統計的雇用・失業概念とその諸条件を狭く限定している。
この意味で，救済家族への事業救済の適用基準，その適性をめぐる行政的，政
策的論談とは視点を異にしている。 しかし， そこで検討されている雇用可能
性，失業可能性の諸概念・諸論点は，失業調査の基本的概念と方法と深く関連
しており，＿これらの論議を背景にして， 労働力調査方式が形成された。労働
ヵ，雇用，失業（失業の3条件，特に積極的求職活動の重視）の諸概念の形成の歴史
的，社会背景とその理論的基礎の分析が今後も課題である。
7) Hopkns,Harry L. Our Job. New York・(City), No. 2 Nov. 16, 1938, p. 7 (〔39〕
p. 448) 
8) U. S. House Committee on Appropriations (Hearing), First Deficiecy Apro-
ppriation Bill for 1936. 74th Congress, 2nd Session, Government Printing 
Office, 1936, p. 182(⑬9〕p. 448) 
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